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【手続補正書】
【提出日】平成20年9月1日(2008.9.1)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式Ｌｉ２ＮｉＭｎ３Ｏ８で表される正極活物質を含む正極と、負極活物質を含む負極と
、フルオロスルホニルイミドアニオンを含有する溶融塩を含む電解質とを備え、
　前記正極活物質はリチウムに対して少なくとも約４．０ボルトの電気化学ポテンシャル
を有する充電式リチウム系の電池。
【請求項２】
　前記正極活物質はリチウムに対して少なくとも約４．５Ｖの電気化学ポテンシャルを有
する請求項１に記載の電池。
【請求項３】
　前記電解質はリチウム化合物を含み、当該リチウム化合物はリチウムイオン源を提供す
る請求項１に記載の電池。
【請求項４】
　前記負極活物質はリチウムイオンを可逆的に挿入し、前記電池は充電式リチウムイオン
電池である請求項１に記載の電池。
【請求項５】
　前記負極活物質はリチウム化遷移金属酸化物を含む請求項４に記載の電池。
【請求項６】
　前記負極活物質はリチウムチタン酸化物を含む請求項４に記載の電池。
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【請求項７】
　前記負極活物質はリチウムを含み、前記電池は充電式リチウム電池である請求項１に記
載の電池。
【請求項８】
　前記負極活物質はリチウム金属の層である請求項７に記載の電池。
【請求項９】
　前記負極活物質はリチウム含有合金を含む請求項７に記載の電池。
【請求項１０】
　前記負極活物質はリチウムアルミニウム合金を含む請求項１に記載の電池。
【請求項１１】
　前記正極活物質はリチウムイオンを可逆的に挿入する請求項１に記載の電池。
【請求項１２】
　前記溶融塩電解質はオニウムを含む請求項１に記載の電池。
【請求項１３】
　前記正極は電子伝導性物質を含み、当該電子伝導性物質は前記溶融塩電解質と接触状態
にあるバリア材を有する粒子であり、前記バリア材は導電性カーボンではなく、前記電解
質の実質的な分解を誘導しない請求項１に記載の電池。
【請求項１４】
　式Ｌｉ２ＮｉＭｎ３Ｏ８で表される正極活物質を含む正極と、負極活物質を含む負極と
、フルオロスルホニルイミドアニオンを含有する溶融塩を含む電解質とを備え、
　当該電解質はカチオンに対して導電性を有し、当該カチオンは化学種のカチオン形態で
あり、
　前記正極活物質は前記カチオンを可逆的に挿入可能であり、
　前記正極活物質は前記化学種に対して少なくとも約４．５ボルトの電気化学ポテンシャ
ルを有する電池。
【請求項１５】
　前記化学種はアルカリ金属である請求項１４に記載の電池。
【請求項１６】
　前記アルカリ金属はリチウムであり、前記カチオンはリチウムイオンである請求項１５
に記載の電池。
【請求項１７】
　前記負極活物質は前記カチオンを可逆的に挿入可能である請求項１４に記載の電池。
【請求項１８】
　前記負極活物質は前記化学種を元素形態で含む請求項１４に記載の電池。
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